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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第90期

第１四半期
連結累計期間

第91期
第１四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (百万円) 29,121 29,602 144,579

経常利益 (百万円) 1,772 1,817 8,976

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,033 1,011 4,727

四半期包括利益又は包
括利益

(百万円) 2,108 1,265 9,435

純資産額 (百万円) 47,908 55,230 54,805

総資産額 (百万円) 100,216 104,358 112,366

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 29.05 28.43 132.84

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 45.0 49.8 45.6
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していない。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

　累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はない。

　また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の概況

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益の改善が続き、雇用・所得環境の改善を背景に個人消

費に持ち直しの兆しがみられるなど、緩やかな回復基調で推移した。

このような状況のもと、当社グループは、平成27年度を最終年度とする中期経営計画「Vision１５」の仕上げに

向けて、重点施策における各テーマを着実に進めるとともに、将来を見据えた新たな課題にいち早く取り組み、経

営基盤の更なる強化に取り組んでいる。

当第１四半期連結累計期間の業績については、当社単体における工事量が営業停止処分（平成26年４月25日から

平成26年７月23日まで）を受けた前年同期より増加したこと等により、受注高は349億98百万円（前年同期比

46.6％増）、売上高は296億２百万円（同1.7％増）となった。利益面では、工事採算の改善により営業利益は16億

27百万円（同4.6％増）、経常利益は18億17百万円（同2.5％増）とそれぞれ増加した。親会社株主に帰属する四半

期純利益は10億11百万円（同2.1％減）となった。

セグメント別では、設備工事業の受注高は324億６百万円（前年同期比55.6％増）、売上高は270億10百万円（同

3.6％増）、セグメント利益は16億52百万円（同20.0％増）となり、機器販売を中心とするその他のセグメントで

は、受注高及び売上高は25億91百万円（同14.9％減）、セグメント損失は25百万円（前年同期はセグメント利益１

億78百万円）となった。
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 (2)　財政状態の分析

    (資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、主に工事代金回収の進展により受取手形・完成工事未収入金等が減

少したこと等により、前連結会計年度末に比べ80億８百万円減少の1,043億58百万円となった。

 

    (負債の部)

当第１四半期連結会計期間末の負債の部は、主に支払手形・工事未払金等が減少したこと等により、前連結会計

年度末に比べ84億33百万円減少の491億27百万円となった。

 

    (純資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の純資産の部は、主に利益剰余金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比

べ４億24百万円増加の552億30百万円となった。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に発生した課題はない。

 

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は56百万円である。

 

(5)　生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間は、前第１四半期連結累計期間において当社が90日間の営業停止処分を受けたことも

あり、設備工事業の受注高が増加している。

　

　〈受注高〉

   (単位：百万円)

セグメントの名称
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

比較増減

設備工事業 20,821 32,406 11,584
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,000,000

計 73,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,635,879 35,635,879
東京証券取引所

第一部
単元株式数100株

計 35,635,879 35,635,879 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

─ 35,635 ─ 6,440 ─ 6,038
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 50,500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,524,300
 

355,243 ―

単元未満株式 普通株式 61,079
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 35,635,879 ― ―

総株主の議決権 ― 355,243 ―
 

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式52株が含まれている。

２　上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれている。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれている。

３　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿により記載をしている。

 

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
住友電設株式会社

大阪市西区阿波座
２丁目１番４号

50,500 ― 50,500 0.14

計 ― 50,500 ― 50,500 0.14
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 22,367 24,068

  受取手形・完成工事未収入金等 42,979 32,823

  未成工事支出金等 2,885 3,473

  その他 11,540 10,984

  貸倒引当金 △44 △35

  流動資産合計 79,729 71,314

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 7,509 7,503

   その他 12,351 12,316

    減価償却累計額 △7,838 △7,870

    その他（純額） 4,512 4,446

   有形固定資産合計 12,021 11,949

  無形固定資産   

   のれん 134 147

   その他 1,073 1,028

   無形固定資産合計 1,208 1,175

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,059 17,475

   その他 2,893 3,177

   貸倒引当金 △545 △735

   投資その他の資産合計 19,407 19,918

  固定資産合計 32,637 33,043

 資産合計 112,366 104,358

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 34,027 27,670

  短期借入金 1,476 1,393

  1年内償還予定の社債 620 620

  未払法人税等 1,433 228

  引当金 178 36

  その他 9,991 9,471

  流動負債合計 47,726 39,420

 固定負債   

  社債 610 610

  長期借入金 708 605

  役員退職慰労引当金 491 458

  退職給付に係る負債 4,618 4,499

  その他 3,406 3,533

  固定負債合計 9,834 9,707

 負債合計 57,561 49,127
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,440 6,440

  資本剰余金 6,038 6,102

  利益剰余金 32,046 32,488

  自己株式 △28 △28

  株主資本合計 44,496 45,002

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,770 8,052

  繰延ヘッジ損益 △2 0

  為替換算調整勘定 185 150

  退職給付に係る調整累計額 △1,250 △1,198

  その他の包括利益累計額合計 6,702 7,004

 非支配株主持分 3,606 3,223

 純資産合計 54,805 55,230

負債純資産合計 112,366 104,358
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 29,121 29,602

売上原価 25,841 25,925

売上総利益 3,279 3,677

販売費及び一般管理費   

 従業員給料手当 712 723

 その他 1,010 1,326

 販売費及び一般管理費合計 1,723 2,049

営業利益 1,556 1,627

営業外収益   

 受取利息 44 40

 受取配当金 69 91

 その他 116 82

 営業外収益合計 231 214

営業外費用   

 支払利息 11 10

 固定資産廃却損 0 12

 その他 3 1

 営業外費用合計 15 24

経常利益 1,772 1,817

税金等調整前四半期純利益 1,772 1,817

法人税、住民税及び事業税 343 440

法人税等調整額 248 369

法人税等合計 592 809

四半期純利益 1,180 1,007

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

146 △4

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,033 1,011
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 1,180 1,007

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 697 281

 繰延ヘッジ損益 △0 3

 為替換算調整勘定 △245 △79

 退職給付に係る調整額 477 52

 その他の包括利益合計 928 258

四半期包括利益 2,108 1,265

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,984 1,313

 非支配株主に係る四半期包括利益 124 △47
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項なし。

 

(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法へ変更した。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に

反映させる方法へ変更した。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示

の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用している。

この結果、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金が63百万円増加している。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項なし。

 

(追加情報)

該当事項なし。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

特記事項なし。

　

(四半期連結損益計算書関係)

特記事項なし。

 

EDINET提出書類

住友電設株式会社(E00114)

四半期報告書

12/17



 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりである。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 150百万円 190百万円

のれんの償却額 12 11
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 533 15 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項なし。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 569 16 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント その他

合計
調整額 四半期連結損益

計算書計上額
（注）３設備工事業 （注）１ （注）２

売上高      

  外部顧客への売上高 26,075 3,045 29,121 ─ 29,121

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

26 206 232 △232 ─

計 26,102 3,251 29,353 △232 29,121

セグメント利益 1,377 178 1,555 0 1,556
 

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電システム等

の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでいる。

２　セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去に係るものである。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント その他

合計
調整額 四半期連結損益

計算書計上額
（注）３設備工事業 （注）１ （注）２

売上高      

  外部顧客への売上高 27,010 2,591 29,602 ― 29,602

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

9 209 218 △218 ―

計 27,020 2,801 29,821 △218 29,602

セグメント利益又は損失(△) 1,652 △25 1,626 0 1,627
 

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電システム等

の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでいる。

２　セグメント利益又は損失の調整額０百万円は、セグメント間取引消去に係るものである。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。　

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(企業結合等関係)

重要性が乏しいため注記を省略している。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 29円5銭 28円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(百万円)

1,033 1,011

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半
期純利益金額(百万円)

1,033 1,011

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,587 35,585
 

　　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。

 

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月11日

住友電設株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   谷         尋   史   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   葛   西   秀   彦   印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友電設株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管している。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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